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申請書類について

	１．郡上市地域共通クーポン取扱事業者支援金交付申請書兼請求書（様式第１号）
　※申請は、１事業主１申請となります。
　※申請金額は、店舗ごとに算出した支援金額の合計を記載してください。
　※各対象月で対象とならない月については、記載の必要はありません。
　※振込先口座は必ず申請者名義の口座を指定してください。法人の場合は当該法人の口座に限ります。個人事業者の場合は、当該個人の口座に限ります。
　※振込先がゆうちょ銀行の場合、記号と番号をご記入ください。
　　　　例）　記号　　　　　　番号
　　　　　　　●●●●●　－　●●●●●●●

	２．前年同月の売上額が２０％以上減少した店舗（様式第２号）
　※対象となる店舗ごとに作成ください。
　※申請する店舗ごと、かつ月ごとの売上額等がわかる書類（対象月、前年同月の軽帳簿などの写し）を添付してください。
　　　例）　１店舗目（様式第２号）＋　12月、1月、2月の売上額等わかる書類
　　　　　　２店舗目（様式第２号）＋　12月、1月、2月の売上額等わかる書類
　※売上額には、国、県、市等から受けた補助金（課税対象のもの）は含める必要があります。入金月とするか、該当月とするかは申請者で統一してください。
　　★持続化給付金、家賃支援給付金、雇用調整助成金、休業協力金などは課税対象
　※店舗ごとでの売上額が算出できない場合は、算出できる単位で申請可とします。
　※対象とならない月については、記載、資料添付の必要はありません。
　※地域共通クーポンの取扱店舗として、登録を受けた店舗とステッカーなどを一緒に撮影した写真など添付ください。店舗が判りにくい場合は、ステッカーと別々に。

	３．誓約書（様式第３号）
　※誓約書の最下部にある所在地、申請事業者名、代表者役職・氏名欄は、必ず自署でお願いします。

	４．直近の確定申告書（第一表、第二表）の写し
　　法人の場合は法人税申告書別表一（各事業年度の所得に係る申告書）の写し

	５．本人確認書類（個人事業主のみ）
　・運転免許証、健康保険証、パスポートの写しなど
　※必ず申請者のものを提出してください。
　※個人番号が記載されたものは、個人番号部分は消して提出してください。

	６．振込先口座と口座名義がわかる通帳等の写し
　※通帳の一枚裏の面を提出ください。


【　記載例　】３店舗経営の場合

	申　請　金　額
	金　　　　　１９０，０００　　円

	申　請　店　舗　数
	３　店舗



１店舗目：　　　　令和２年度売上額　　　雇用調整助成金　　　令和元年度売上額
　　　　１２月　　１００，０００円　　　　　　　　０円　　　２００，０００円
　　　　　１月　　２３０，０００円　　　　　　　　０円　　　２５０，０００円
　　　　　２月　　２３０，０００円　　　　　　　　０円　　　３００，０００円
	対象月
	令和２年度売上額
Ａ
	令和元年度売上額
Ｂ
	前年同月比
Ｃ／Ｂ×100
	売上減少額
Ｃ：（Ｂ－Ａ）
	支援金額


	１２月
	100,000円
	200,000円
	50％
	100,000円
	50,000円

	１月
	230,000円
	250,000円
	8％
	20,000円
	0円

	２月
	230,000円
	300,000円
	23％
	70,000円
	30,000円


　※１月は対象外のため、記載頂く必要はありません。

２店舗目：　　　　令和２年度売上額　　　雇用調整助成金　　　令和元年度売上額
　　　　１２月　　１００，０００円　　　　　　　　０円　　　２００，０００円
　　　　　１月　　　２３，０００円　　　　　　　　０円　　　　３０，０００円
　　　　　２月　　２３０，０００円　　　　　　　　０円　　　３００，０００円
	対象月
	令和２年度売上額
Ａ
	令和元年度売上額
Ｂ
	前年同月比
Ｃ／Ｂ×100
	売上減少額
Ｃ：（Ｂ－Ａ）
	支援金額


	１２月
	100,000円
	200,000円
	50％
	100,000円
	50,000円

	１月
	23,000円
	30,000円
	23％
	7,000円
	0円

	２月
	230,000円
	300,000円
	23％
	70,000円
	30,000円


　※１月は前年同月比２０％以上ですが、売上減少額が２０千円未満のため支援金０円

３店舗目：　　　　令和２年度売上額　　　雇用調整助成金　　　令和元年度売上額
　　　　１２月　　１００，０００円　　　３０，０００円　　　２００，０００円
　　　　　１月　　　２３，０００円　　　３０，０００円　　　　３０，０００円
　　　　　２月　　２３０，０００円　　　３０，０００円　　　３００，０００円
	対象月
	令和２年度売上額
Ａ
	令和元年度売上額
Ｂ
	前年同月比
Ｃ／Ｂ×100
	売上減少額
Ｃ：（Ｂ－Ａ）
	支援金額


	１２月
	130,000円
	200,000円
	35％
	70,000円
	30,000円

	１月
	53,000円
	30,000円
	▲76％
	▲23,000円
	0円

	２月
	260,000円
	300,000円
	13％
	40,000円
	0円


[bookmark: _GoBack]　※補助金などの算入について入金月とするか、該当月とするかは申請者で統一
